
運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（法人）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

当期振替額

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小計

平成19年度 0 0 0 0 0 298,547,089

平成20年度 0 0 0 0 0 339,447,690

平成21年度 2,891,514,000 2,447,192,147 40,515,403 △ 428,000 2,487,279,550 404,234,450

2,891,514,000 2,447,192,147 40,515,403 △ 428,000 2,487,279,550 1,042,229,229

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細

　21年度交付分　 （単位：円）

　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

一般 3,402,000 ①期間進行基準を採用した業務：一般管理費のうち年間業務契約を行っている業務

労災 9,600,000 ②当該業務に係る損益等

雇用 168,872,665 ア）損益計算書に計上した費用の額： 一般勘定 3,197,521

小計 181,874,665 労災勘定 9,345,831

一般 0 雇用勘定 173,669,046

労災 0 計 186,212,398

雇用 0 ・一般勘定：（賃借料：168,041、外部委託費：3,029,480）

小計 0 ・労災勘定：（賃借料：14,612、通信費：331,056、外部委託費：9,000,163）

一般 0

労災 0

雇用 0

小計 0 イ)自己収入に係る収益計上額： 一般勘定 0

労災勘定 0

雇用勘定 10,529,291

計 10,529,291

・雇用勘定：（雑益：10,529,291）

金　　額

・雇用勘定：（賃借料：64,158,739 、消耗品費：4,894,754、通信費：636,469、外部委託
費：77,967,457、減価償却費：23,329,610、財務費用：2,682,017）

期間進
行基準
による
振替額

資産見返運
営費交付金

交付
年度

交付金当期
交付額

期首残高

637,994,779

298,547,089

0

運営費交付
金収益

成基準

0

による

振替額

資産見返運
営費交付金

業務達

合計

期末残高

区　　分 内　　訳

339,447,690

勘定

0

運営費交付
金収益

資本剰余金

　計 181,874,665

　計 0

資本剰余金 0
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一般 371,172,406 ①費用進行基準を採用した業務：期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務

労災 111,859,902 ②当該業務に係る損益等

雇用 1,782,285,174 ア)損益計算書に計上した費用の額 一般勘定 423,940,983

小計 2,265,317,482 労災勘定 112,683,987

一般 0 雇用勘定 1,814,913,497

労災 7,167,509 計 2,351,538,467

雇用 33,347,894

小計 40,515,403

一般 0

労災 0

雇用 △ 428,000

小計 △ 428,000

イ）自己収入に係る収益計上額： 一般勘定 52,456,297

労災勘定 580,779

雇用勘定 5,367,912

計 58,404,988

・一般勘定：(業務収入：49,533,420、財務収益(受取利息):1,649,045、雑益：1,273,832)

・労災勘定：（財務収益（受取利息）：106,072、雑益：474,707)

ウ）固定資産の取得額： 一般勘定 0

労災勘定 7,167,509

雇用勘定 33,347,894

計 40,515,403

・労災勘定：（建物：6,614,579、工具器具備品：552,930）

・雇用勘定：（建物：6,315,329：工具器具備品：27,032,565)

③運営費交付金の振替額の積算根拠 一般勘定 371,172,406

労災勘定 119,027,411

雇用勘定 1,815,205,068

計 2,305,404,885

費用進

合計

行基準

による

振替額

会計基準第81第3項
による振替額

資本剰余金

・一般勘定：（人件費：350,373,160、雑給：21,006,053、外部委託費：8,029,039、諸謝
金：14,100,960、消耗品費:851,957､図書印刷費：11,596,632、修繕費：2,043,940、水道光
熱費：2,801,529、賃借料：2,564,990、旅費交通費：4,252,359、通信費：1,103,450、租税
公課：2,064,485、減価償却費：279,431、その他：2,872,998)
・労災勘定：（人件費：46,135,715、雑給：7,830,645、諸謝金：7,253,575、図書印刷費：
4,588,721、水道光熱費：15,079,182、消耗品費：3,838,296、修繕費：2,815,470、租税公
課：4,519,063、外部委託費：18,511,695、旅費交通費：1,089,720、減価償却費：243,306、
その他：778,599)
・雇用勘定：（人件費：859,892,329、雑給：250,915,318、諸謝金：68,403,877、消耗品
費：64,812,731､図書印刷費：55,912,894､外部委託費：300,493,779、賃借料：44,148,177､
水道光熱費：27,901,854、修繕費：5,430,321、租税公課：24,373,152、減価償却費：
27,362,882、旅費交通費：17,668,351、保守料：27,897,986、通信費：13,830,105、法定福
利費：12,529,713、福利厚生費：3,647,652、その他：9,660,756、財務費用：31,620)

・労災勘定:（費用112,683,987+資産取得7,167,509+固定資産除却損5,397）　-　自己収入
580,779　-　資産見返負債戻入248,703  =119,027,411

・雇用勘定:(費用1,814,913,497+ 資産取得33,347,894+固定資産除却損11,955)-自己収入
5,367,912-資産見返負債戻入26,868,659-敷金428,000-貯蔵品394,590-ﾘｰｽ取引影響額
9,117=1,815,205,068

0
第２期中期目標期間三年度目であることから、独立行政法人会計基準第81第3項の規定に該当
せず。

・雇用勘定：（業務収入(受取賃借料）：55,757、財務収益（受取利息）：2,587,550、雑
益：2,724,605)

2,487,279,550

・一般勘定:費用423,940,983-自己収入52,456,297-資産見返負債戻入257,280-貯蔵品
55,000=371,172,406

運営費交付金収入から自己収入で充当した経費相当額を除いた額を運営費交付金収益に計上
することとしている。

　計 2,305,404,885

運営費交付
金収益

資産見返運
営費交付金

平成21年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



(3)運営費交付金債務残高の明細

勘定 金額

　

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

　

0 　―　(期間進行基準を採用した業務は無い)

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

一般 44,009,870

労災 22,838,370

雇用 231,698,849

小計 298,547,089

　

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

　

0 　―　(期間進行基準を採用した業務は無い)

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

一般 72,217,757

労災 15,229,434

雇用 252,000,499

小計 339,447,690

　

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

一般 0

労災 0

雇用 2,412,335

小計 2,412,335

一般 88,760,594

労災 17,495,589

雇用 295,565,932

小計 401,822,115

○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札の
積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴
い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したも
の。

404,234,450

費用進行基準を採用

した業務に係る分

　　　 計 339,447,690

　　　 計

した業務に係る分

費用進行基準を採用

期間進行基準を採用
した業務に係る分

業務達成基準を採用
した業務に係る分

業務達成基準を採用
した業務に係る分

平成19年度

平成21年度

交付年度
運営費交付金債務残高

残高の発生理由及び収益化等の計画

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てること
とする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務につ
いては、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金
債務の翌年度への繰越額はない。

費用進行基準を採用

平成20年度

○費用進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行っ
ている業務。
○当該業務に充てられる運営費交付金の計画額のうち予定外の契約解除の
金額を除き全額収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全
ての業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札の
積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴
い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したも
の。
（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てること
とする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務につ
いては、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金
債務の翌年度への繰越額はない。

期間進行基準を採用
した業務に係る分

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

298,547,089

○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札の
積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴
い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したも
の。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てること
とする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務につ
いては、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金
債務の翌年度への繰越額はない。

　　　 計

した業務に係る分
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運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（一般勘定）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

当期振替額

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小計

平成19年度 0 0 0 0 0 44,009,870

平成20年度 0 0 0 0 0 72,217,757

平成21年度 463,335,000 374,574,406 0 0 374,574,406 88,760,594

463,335,000 374,574,406 0 0 374,574,406 204,988,221

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細

　21年度交付分　 （単位：円）

　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

①期間進行基準を採用した業務：一般管理費のうち年間業務契約を行っている業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 3,197,521

（賃借料：168,041、外部委託費：3,029,480）

イ）自己収入に係る収益計上額： 0

①費用進行基準を採用した業務：期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 423,940,983

イ）自己収入に係る収益計上額： 52,456,297

③運営費交付金の振替額の積算根拠

会計基準第81第3項
による振替額

0
第２期中期目標期間三年度目であることから、独立行政法人会計基準第81第3項の規定
に該当せず。

合計 374,574,406

　計 371,172,406

（業務収入：49,533,420、財務収益（受取利息）:1,649,045、雑益：1,273,832)

費用423,940,983-自己収入52,456,297-資産見返負債戻入257,280-貯蔵品
55,000=371,172,406

運営費交付金収入から自己収入で充当した経費相当額を除いた額を運営費交付金収益
に計上することとしている。

（人件費：350,373,160、雑給：21,006,053、外部委託費：8,029,039、諸謝金：
14,100,960、消耗品費:851,957､図書印刷費：11,596,632、修繕費：2,043,940、水道
光熱費：2,801,529、賃借料：2,564,990、旅費交通費：4,252,359、通信費：
1,103,450、租税公課：2,064,485、減価償却費：279,431、その他：2,872,998)

による
振替額

資本剰余金 0

　計 3,402,000

運営費交付金
収益

371,172,406

費用進 資産見返運営
費交付金

0
行基準

　計 0

による
資本剰余金 0

振替額

運営費交付金
収益

3,402,000

期間進 資産見返運営
費交付金

0
行基準

業務達 資産見返運営
費交付金

0
成基準

による
資本剰余金 0

振替額

区　　分 金　　額 内　　訳

運営費交付金
収益

0

72,217,757

0

合計 116,227,627

交付
年度

期首残高
交付金当期
交付額

期末残高

44,009,870
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(3)運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

　

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

　

0 　―　(期間進行基準を採用した業務は無い)

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

　

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

　

0 　―　(期間進行基準を採用した業務は無い)

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

　

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

　

0

平成21年度 費用進行基準を採用

 　　した業務に係る分

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てる
こととする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき
業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による
運営費交付金債務の翌年度への繰越額はない。

　　　 計 88,760,594

○費用進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を
行っている業務。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられ
る運営費交付金の計画額全額を収益化した。

 　　した業務に係る分

88,760,594

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外
の全ての業務である。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入
札の積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の
削減に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に
繰り越したもの。

　　　 計 72,217,757

業務達成基準を採用

 　　した業務に係る分

期間進行基準を採用

○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入
札の積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の
削減に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に
繰り越したもの。

平成20年度 費用進行基準を採用

 　　した業務に係る分

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てる
こととする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき
業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による
運営費交付金債務の翌年度への繰越額はない。

業務達成基準を採用

 　　した業務に係る分

期間進行基準を採用

 　　した業務に係る分

72,217,757

平成19年度 費用進行基準を採用

 　　した業務に係る分

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てる
こととする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき
業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による
運営費交付金債務の翌年度への繰越額はない。

　　　 計 44,009,870

 　　した業務に係る分

期間進行基準を採用

 　　した業務に係る分

44,009,870

○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入
札の積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の
削減に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に
繰り越したもの。

交付年度
運営費交付

残高の発生理由及び収益化等の計画
金債務残高

業務達成基準を採用
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運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（労災勘定）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

当期振替額

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小計

平成19年度 0 0 0 0 0 22,838,370

平成20年度 0 0 0 0 0 15,229,434

平成21年度 146,123,000 121,459,902 7,167,509 0 128,627,411 17,495,589

146,123,000 121,459,902 7,167,509 0 128,627,411 55,563,393

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細

　21年度交付分　 （単位：円）

　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

①期間進行基準を採用した業務：一般管理費のうち年間業務契約を行っている業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 9,345,831

（賃借料：14,612、通信費：331,056、外部委託費：9,000,163）

イ）自己収入に係る収益計上額： 0

①費用進行基準を採用した業務：期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 112,683,987

イ）自己収入に係る収益計上額： 580,779

ウ）固定資産の取得額： 7,167,509

（建物：6,614,579、工具器具備品：552,930）

③運営費交付金の振替額の積算根拠

期末残高

22,838,370

15,229,434

0

合計 38,067,804

　計 0

交付
年度

期首残高
交付金当期

交付額

業務達 資産見返運営費
交付金

0
成基準

による
資本剰余金 0

振替額

区　　分 金　　額 内　　訳

運営費交付金
収益

0

（人件費：46,135,715、雑給：7,830,645、諸謝金：7,253,575、図書印刷費：
4,588,721、水道光熱費：15,079,182、消耗品費：3,838,296、修繕費：2,815,470、
租税公課：4,519,063、外部委託費：18,511,695、旅費交通費：1,089,720、減価償
却費：243,306、その他：778,599)

による
資本剰余金 0

振替額

　計 9,600,000

による
振替額

資本剰余金 0

運営費交付金
収益

9,600,000

期間進 資産見返運営費
交付金

0
行基準

　計 119,027,411

運営費交付金
収益

111,859,902

費用進 資産見返運営費
交付金

7,167,509
行基準

（財務収益（受取利息）：106,072、雑益：474,707)

（費用112,683,987+資産取得7,167,509+固定資産除却損5,397）　-　自己収入580,779　-　資
産見返負債戻入248,703  =119,027,411

運営費交付金収入から自己収入で充当した経費相当額を除いた額を運営費交付金収
益に計上することとしている。

会計基準第81第3項
による振替額

0
第２期中期目標期間三年度目であることから、独立行政法人会計基準第81第3項の規
定に該当せず。

合計 128,627,411

平成21年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



(3)運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

　

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

　

0 　―　(期間進行基準を採用した業務は無い)

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

　

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

　

0 　―　(期間進行基準を採用した業務は無い)

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

　

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

　

0

　　　 計 22,838,370

交付年度
運営費交付

残高の発生理由及び収益化等の計画
金債務残高

○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争
入札の積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経
費の削減に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業
年度に繰り越したもの。

平成19年度 費用進行基準を採用

 　　した業務に係る分

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充て
ることとする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施す
べき業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成
による運営費交付金債務の翌年度への繰越額はない。

業務達成基準を採用

 　　した業務に係る分

期間進行基準を採用

 　　した業務に係る分

22,838,370

○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争
入札の積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経
費の削減に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業
年度に繰り越したもの。

平成20年度 費用進行基準を採用

 　　した業務に係る分

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充て
ることとする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施す
べき業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成
による運営費交付金債務の翌年度への繰越額はない。

　　　 計 17,495,589

業務達成基準を採用

 　　した業務に係る分

期間進行基準を採用

 　　した業務に係る分

15,229,434

　　　 計 15,229,434

17,495,589

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以
外の全ての業務である。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争
入札の積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経
費の削減に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業
年度に繰り越したもの。

平成21年度 費用進行基準を採用

 　　した業務に係る分

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充て
ることとする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施す
べき業務については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成
による運営費交付金債務の翌年度への繰越額はない。

業務達成基準を採用

 　　した業務に係る分

期間進行基準を採用 ○費用進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約
を行っている業務。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てら
れる運営費交付金の計画額全額を収益化した。

 　　した業務に係る分

平成21年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（雇用勘定）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

当期振替額

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小計

平成19年度 0 0 0 0 0 231,698,849

平成20年度 0 0 0 0 0 252,000,499

平成21年度 2,282,056,000 1,951,157,839 33,347,894 △ 428,000 1,984,077,733 297,978,267

2,282,056,000 1,951,157,839 33,347,894 △ 428,000 1,984,077,733 781,677,615

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細

　21年度交付分　 （単位：円）

　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

①期間進行基準を採用した業務：一般管理費のうち年間業務契約を行っている業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 173,669,046

イ）自己収入に係る収益計上額： 10,529,291

（雑益：10,529,291）

①費用進行基準を採用した業務：期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 1,814,913,497

イ）自己収入に係る収益計上額： 5,367,912

ウ）固定資産の取得額： 33,347,894

③運営費交付金の振替額の積算根拠

合計 1,984,077,733

　計 1,815,205,068

（業務収入(受取賃借料）：55,757、財務収益（受取利息）：2,587,550、雑益：2,724,605)

（建物：6,315,329：工具器具備品：27,032,565）

(費用1,814,913,497+ 資産取得33,347,894+固定資産除却損11,955)-自己収入5,367,912-資
産見返負債戻入26,868,659-敷金428,000-貯蔵品394,590-ﾘｰｽ取引影響額
9,117=1,815,205,068

運営費交付金収入から自己収入で充当した経費相当額を除いた額を運営費交付金収益に計上
することとしている。

会計基準第81第3項
による振替額

0
第２期中期目標期間三年度目であることから、独立行政法人会計基準第81第3項の規定に該
当せず。

　計 168,872,665

運営費交付金
収益

1,782,285,174

費用進 資産見返運営費
交付金

33,347,894
行基準 （人件費：859,892,329、雑給：250,915,318、諸謝金：68,403,877、消耗品費：

64,812,731､図書印刷費：55,912,894､外部委託費：300,493,779、賃借料：44,148,177､水道
光熱費：27,901,854、修繕費：5,430,321、租税公課：24,373,152、減価償却費：
27,362,882、旅費交通費：17,668,351、保守料：27,897,986、通信費：13,830,105、法定福
利費：12,529,713、福利厚生費：3,647,652、その他：9,660,756、財務費用：31,620)

による
振替額

資本剰余金 △ 428,000

行基準

による
資本剰余金 0

振替額

　計 0

（賃借料：64,158,739 、消耗品費：4,894,754、通信費：636,469、外部委託費：77,967,457、減価償却
費：23,329,610、財務費用：2,682,017）による

資本剰余金 0
振替額

運営費交付金
収益

168,872,665

期間進 資産見返運営費
交付金

0

区　　分 金　　額 内　　訳

運営費交付金
収益

0

業務達 資産見返運営費
交付金

0
成基準

交付
年度

期首残高
交付金当期
交付額

期末残高

231,698,849

252,000,499

0

合計 483,699,348

平成21年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



(3)運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0 　―　(期間進行基準を採用した業務は無い)

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

231,698,849

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0 　―　(期間進行基準を採用した業務は無い)

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

252,000,499

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

2,412,335

295,565,932

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てるこ
ととする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務
については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費
交付金債務の翌年度への繰越額はない。

計 297,978,267

計 252,000,499

業務達成基準を採用

 　　した業務に係る分

期間進行基準を採用 ○費用進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を
行っている業務。
○当該業務に充てられる運営費交付金の計画額のうち予定外の契約解除
の金額を除き全額収益化した。

 　　した業務に係る分

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の
全ての業務である。

平成21年度 ○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札
の積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減
に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越
したもの。

費用進行基準を採用

 　　した業務に係る分

業務達成基準を採用

 　　した業務に係る分

期間進行基準を採用

 　　した業務に係る分

平成20年度 ○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札
の積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減
に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越
したもの。

費用進行基準を採用

 　　した業務に係る分

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てるこ
ととする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務
については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費
交付金債務の翌年度への繰越額はない。

 　　した業務に係る分

平成19年度 ○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札
の積極的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減
に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越
したもの。

費用進行基準を採用

 　　した業務に係る分

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てるこ
ととする。）なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務
については、計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費
交付金債務の翌年度への繰越額はない。

計 231,698,849

交付年度
運営費交付

残高の発生理由及び収益化等の計画
金債務残高

業務達成基準を採用

 　　した業務に係る分

期間進行基準を採用

平成21年度財務諸表
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